
平成２１年３月

新潟市下水道部

（平成２０年度～平成３０年度）

下水道　地球を守る　リサイクル

古紙パルプ配合率１００％再生紙を使用





◆◇ はじめに

 

  新潟市は，平成１７年の１４市町村による合併を経て，平成１９年４月に本州日本海側

初の政令指定都市へ移行しました。「田園とみなとまちが互いに恵み合い，共に育つまち」

を基本理念とし，多様な都市機能と豊かな自然・田園が調和する，かつてない政令市を目

指しています。 

これからの下水道整備については，国において「下水道ビジョン２１００（平成１７年

策定）」に続き，平成１９年には「下水道中期ビジョン」が公表され，今後１０年程度の下

水道施策の基本的方向性と施策ごとの整備目標及び具体的施策の考え方が示されています。 

本市においても，平成１５年度から５年間の整備方針を定めた「新潟市下水道整備新五

箇年計画（Do プラン）」が平成１９年度で終了し，これに続く新たな事業計画が必要とな

りました。 

急速な少子高齢化の進展と人口減少，近年の局所的な集中豪雨にともなう浸水対策，水

循環などの環境保全意識の高まり，環境負荷を抑えた循環型社会への転換，一層厳しさを

増す経営環境など，下水道事業を取り巻く状況は大きく変化しています。 

 このような中で，本市の美しい自然・田園環境と安心・安全な暮らしを守り，市民の皆

さまと協働してより効果的な事業運営を行うため，今後の基本方針や施策目的を明確にし，

取り組むべき課題や施策を示した基本計画として「新潟市下水道中期ビジョン」を策定し

ました。 
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「新潟市下水道中期ビジョン」の位置づけ

 

 
 

DO プラン

H15～H19 

次期計画へバトンタッチ 

国ビジョン

H20～H29 

アクションプログラム 

H20～H26 

ビジョン達成に向けた実施計画 

新潟県下水道等

汚水処理施設整備

長期構想 

上位計画 

新・新潟市総合計画 

H19～H26 

合併建設計画（H17～H26）

行政改革プラン 2005（H17～H21） 

・新潟市環境基本計画 

・新潟市地球温暖化対策率先実行計画 

・新潟市地域防災計画 など 

 

 新潟市下水道中期ビジョン 

Ｈ20～Ｈ30 
 

新潟市が掲げる将来像実現に向け，

今後概ね 10 年間で下水道が取り組

むべき方向性を示したもの 



◆◇ 第１章 新潟市の下水道事業の現状と課題

 

１．新潟市の下水道のあゆみ

【下水道のあゆみ】

  本市の下水道事業は，昭和２７年に船見処理区から着手しました。その後，昭和３３年からは地盤沈

下対策事業として整備区域を拡大し，昭和３９年５月には船見下水処理場の運転を開始しましたが，

その直後の新潟地震により下水道施設も壊滅的な被害を受けました。その後の懸命な復旧作業により，

昭和４２年４月には船見下水処理場の運転を再開しましたが，この地震による影響と軟弱地盤による事

業費の増大のため下水道整備は大きく立ち遅れてしまいました。

平成３年に策定した第７次下水道整備５ヵ年計画に基づき，下水道処理人口普及率年３％向上を目標

として急ピッチに整備を進めたことにより，平成１０年度にようやく全国平均に達しました。

  あわせて，急速に進んだ都市化と豪雨による度重なる浸水被害に対応するため，平成３年度より本格

的な雨水事業に着手しましたが，平成１０年８月４日の記録的な集中豪雨により甚大な浸水被害を受け

たため，これを契機に市内全域での総合雨水対策整備に着手することとしました。

  平成１７年の広域合併で市域が拡大し，現在は市内を８つの処理区に大別し整備を進めています。

【沿 革】 

昭和２７年 １月 下水道事業に着手（船見処理区） 

３０年１０月 新潟大火（全焼 892 棟） 

３３年～３８年 地盤沈下対策事業として整備区域を拡大 

３９年 ５月 船見下水処理場の運転開始 

 ６月 新潟地震被災（下水道施設も壊滅的被害） 

３９年～４２年 新潟地震の災害復旧 

４２年 ４月 船見下水処理場の運転再開 

４４年 ２月 下水道基本計画策定（４処理区に大別） 

５５年 ７月 中部下水処理場の運転開始 

     １０月 新潟浄化センターの運転開始 

  ５８年 ４月 新津浄化センターの運転開始 

平成 ３年 ２月 島見浄化センター（特環）の運転開始 

    ２月 第７次下水道整備５ヵ年計画策定 

 ４年 ２月 山の下排水区の雨水改善事業に着手 

１０月 下水道基本計画改定（５処理区に大別） 

５年 ２月 船見処理区の雨水改善事業に着手 

１０年 ３月 新井郷川浄化センターの運転開始 

      ４月 ポンプ場管理センターの運転開始 

      ５月 白山公園ポンプ場（雨水改善）の運転開始 

      ８月 ８．４集中豪雨（1,495 世帯が床上浸水） 

１２年 ４月 雨水流出抑制施設設置助成制度の運用開始 

１３年 １月 黒埼町と合併 

１４年 ９月 西川浄化センターの運転開始 

１６年 ３月 白根中央浄化センターの運転開始 

  １７年 近隣１３市町村と広域合併 

１８年 ４月 地方公営企業法を一部適用（公営企業化） 

１９年 ４月 政令指定都市へ移行 

 

昭和３９年６月１６日 新潟地震 

平成１０年８月４日 集中豪雨 
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【課題５】地球温暖化対策と下水道資源の活用

 ○本市は平成１６年度に，市役所から排出される温室効果ガスを平成２１年度までに５％  
削減することを目標とした「第２次地球温暖化対策率先実行計画」を策定しました。

市役所全体の排出量のうち，下水処理事業は 9.4％（平成１９年度実績）を占めることか

ら重要部門と位置づけられています。  
 ○下水処理事業については，今後の下水道整備の進捗による下水処理量の増加が見込まれま  

すが，下水処理過程で発生する消化ガスのエネルギー利用効率を高めることが急務となっ

ています。

○下水汚泥は現在，セメント原料等にほぼ全量，再資源化されています。  

市役所全体での事業別温室効果ガス排出量の構成割合

清掃事業
54.5%

下水処理事業
9.4%

上水道事業
7.6%

その他
28.5%

 

 

 
 

新潟市地球温暖化対策率先実行計画（平成１９年度実績） 

下水処理の流れ 

中部下水処理場 

空気 

滅菌 

（次亜塩素酸ソーダ） 

汚泥 

汚泥処理施設へ 

返送汚泥 

余剰汚泥 

濃縮槽 

水処理施設から 

消化槽  洗浄槽  

洗い水 

脱水機 

搬出 

重油タンク 

流動床焼却炉 

船見処理場及び 

白根浄化センターより 

セメント原料に 

民間で再利用  

約４００ｔ 

セメント原料 

コンポストに 

民間で再利用  

約８５００ｔ 

 

焼却灰 
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熱処理など



【課題６】施設の機能確保と計画的な改築・更新

 
○本市の下水道は昭和２７年に着手し，最も古い船見処理場は新潟地震復旧後の処理開始

からすでに４１年が経過しています。平成１９年度末では管路延長約２，８００ｋｍ，

処理場４箇所，ポンプ場４９箇所を抱え，平成９年以降に整備した施設については耐震

設計がなされています。それ以前に整備した耐震基準に満たない施設については順次地

震対策に着手しています。 

  ○下水道は重要なライフラインの一つであり，大地震により下水道施設に被害が生じた場

合には，住民生活に重大な影響を及ぼすことから，施設の地震対策を確実に実施し，ラ

イフラインとしての信頼性を確保することが必要です。 

 

〇初期に整備された地区を中心に老朽化した管路施設に起因する道路陥没の発生件数も増

加しています。今後とも安定的に下水処理を進めるためには，増加する老朽化施設の機

能確保がますます重要となるため，施設の延命化を含めた計画的な改築・更新を進める

必要があります。 

 

地震による被害状況写真 

平成１６年１０月２３日 新潟県中越地震 

道路陥没発生状況（布設年代別）

78
73

44
51

21

0

10

20

30

40

50

60

70

80

90

～1966 1967～76 1977～86 1987～96 1997～2006

布設年代

箇
所

H１９実績

平成１９年度 道路陥没発生件数（布設年代別） 

（出典：「下水道災害復旧の記録」新潟県土木部都市局下水道課） 
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【課題７】経営の効率化と透明性の向上 

 
○下水道事業は多額の建設費を要し，国庫補助金を除いた財源の大部分を企業債（３０年

償還が多い）で賄っていますが，その元利償還金は集中的に整備を進めた終盤にピーク

を迎えます。本市の場合，今後１０～１５年間がそうした最も厳しい時期に当たります。

○こうした時期にあっては，さらなる経営の効率化に取り組むとともに，下水道経営に対

する市民の理解が大切です。積極的な情報公開やＰＲによって説明責任を果たし，経営

の透明性を確保する必要があります。  
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行政区 標本数 
有効回

収数 

有効回

収率 

全 体 4,000 2,126 53.2% 

南 区 1,725 868 50.3% 

西蒲区 2,275 1,231 54.1% 

区不明   27   

■行政区別回収結果 

《要約》調査依頼を世帯主など

の代表者に行っていることを反

映したためか，高い年代層から

の回答が多くなっている。

『60 歳以上』が半数弱（47.4%）

を占める。さらに，年齢の幅を

広げ『40 歳以上』では，9 割弱

（88.9%）となる。 

■居住地区（区） 

問１－１ お住まいの区・地区と町名をお教えください。 

   該当する地区に○をつけて，（ ）内に町名をお書き

ください。 

《要約》行政区では，『南区』が

40.8%，『西蒲区』が 57.9%という

構成比である。

 

問１－２ あなたの年齢層をお教えください（○は１つだけ） 

南区
40.8

西蒲区
57.9

その他・

無回答

1.3

0.0% 100.0%

【行政区別】 

１０代

0.0%
２０代

2.3%

３０代

8.0%

４０代

15.1%

５０代

26.4%

６０代

24.7%

７０代

以上

22.7%

無回答

0.7%

(n=2126)

３．下水道に関するアンケート調査結果

 

今後，下水道整備の中心となる西蒲区と南区について，整備のあり方を検討するための基礎

資料を得，また，活用する目的でアンケート調査を実施しました。

■調査の設計 

・調査地域 ： 新潟市西蒲区および南区

・調査対象 ： 上記調査地域内一般世帯 

（対象世帯内の世帯主など代表者

1 名を記入者とした） 

・標 本 数 ： 4,000 サンプル（世帯）

・抽出方法 ： 住民基本台帳からの系統世帯抽出

・調査方法 ： 自記入式アンケート

・調査期間 ： 平成 20 年 9 月 19 日～9 月 30 日 

 

 

 

１ 回答者のプロフィール 
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単身

9.5%

夫婦のみ

17.0%

２世代

（親と子）

46.0%

３世代

（親と子と孫）

23.5%

その他

2.0%

無回答

1.9%

(n=2126)

１人

9.6%

２人

22.3%

３人

18.5%
４人

16.9%

５人

11.7%

６人

7.9%

７人以上

6.2%

無回答

6.9%

(n=2126)

（無回答を除いた）

平均人数＝３．５人

《要約》「下水道（農業集落排水施設を 

含む）へ接続している」世帯は 1 割強

（13.2%），合併浄化槽も含めた汚水処

理世帯は 26.2%である。

「トイレは単独浄化槽で処理し，そ

の他の排水は側溝等へ流している」と

いう世帯が最も多く，6割（60.1%）を

占める。

また，台所やお風呂などの生活排水

に特化してみると，「トイレは単独浄化

槽で処理し，その他の排水は側溝等へ 

流している」と「トイレはし尿くみ取

りで処理し，その他の排水は側溝等へ 

流している」を合わせた比率は 71.0%

となり，7 割以上の世帯は側溝等へ流

している。 

 

 

問１－４ あなたの世帯の家族構成と人数をお教えください（○は１つだけ） 

【家族構成】 

■ 家族構成および世帯の人数 

【世帯の人数】 

２ 生活排水と水環境 

■生活排水などの処理方法の現況 

問２－１ ご家庭のトイレはどのように処理されていますか。 

また，台所やお風呂などの生活排水は，どのように 

流されていますか（○は１つだけ） 

 汚水処理をして

いる 26％ 

汚水処理（トイレ

を 除 く ） を し て  

いない 71％ 

合併浄化槽で処理

している

13.0%

その他

1.4%

無回答

1.5%

(n=2126)

下水道（農業集落

排水施設を含みます）

へ接続している

13.2%

トイレは単独浄化槽で

処理し，その他の排水は

側溝等へ流している

60.1%

トイレはし尿

くみ取りで処理し，

その他の排水は

側溝等へ流している

10.9%

(n=2126) 
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《要約》3割（29.5%）の世帯が下水道

処理区域である。

また，下水道処理区域に該当する世帯

の内，半数近くの 48.6%が下水道へ接続

している（全数ベースでは 14.3%の世帯）。 

一方で，下水道処理区域に該当している

がまだ下水道へ接続していない世帯

（50.7%，全数ベースでは 15.0%）に対し，

接続しない理由を聞いたところ，「宅地内

の排水設備工事費が高いため」（43.7%，全

数ベースでは 6.5%）という理由が最も多

い。加えて，同じ該当者（下水道処理区域

に該当しているがまだ下水道へ接続して

いない世帯）に接続義務の認知について聞

いたところ，「知っていた」は 48.1%（全数

ベースでは 7.2%）である。 

 

■利用状況の概要 

問３－１ お住まいの地区は，下水道処理区域（農業集落排水を含む 

下水道が使える区域）ですか。（○は１つまで） 

問３－２ 問３－１で「１ 下水道処理区域になっている」とお答えの方に 

おたずねします。下水道へ接続されていますか。（○は１つまで） 

下水道
処理区域に
なっている

29.5%

下水道
処理区域に

なっていない
41.7%

わからない

25.7%

無回答
3.1%

(n=2126)

接続して
いる
48.6%

接続して
いない
50.7%

無回答
0.6%

(n=627)

【① 下水道処理区域への該当状況】 

【②下水道への接続状況】 

43.7 

29.2 

23.3 

25.2 

16.7 

15.7 

10.1 

7.2 

2.8 

1.6 

16.7 

5.7 

0.0% 50.0%

宅地内の排水設備工事

費が高いため

下水道の使用料が

高いため

今後の生活を考えて，

できるだけ出費を

おさえたい

単独浄化槽が十分

使えるため

周りの家も接続して

いない

現在，接続工事の

検討中

家を建替えまたは

大規模改造する以外に

接続できない

合併浄化槽で

処理しているため

接続しなくてもよい

という話を聞いた

借家で大家が接続工事

をしてくれない

その他

無回答 (n=318)

問３－３ 問３－２で「２ 接続していない」とお答えの方に 

おたずねします。下水道へ接続されない主な

理由をお聞かせください。（○は３つまで） 

知っていた

48.1%

知らなかった

45.9%

無回答

6.0%

(n=318)

問３－４ 問３－２で「２ 接続していない」とお答えの方に 

おたずねします。下水道の処理開始がされた

区域では，公衆衛生や水環境の保全など，

下水道の目的を達成するため，下水道法により 

下水道への接続が義務づけられていることを

ご存知でしたか（○は１つだけ）） 

 

３ 下水道の利用状況 

■接続しない理由 ■接続義務の認知状況 



《要約》「下水道でも合併浄化槽でも

住民負担の少ない方がよい」（63.4%）

が最も多い。

「下水道でも合併浄化槽でも，最も

経済的な整備手法を採用すべきだ」が

3割台で次ぐ。

 63.4 

34.3 

22.7 

19.2 

14.8 

4.9 

2.0 

1.6 

1.1 

0.0% 70.0%

下水道でも合併浄化槽

でも住民負担の少ない

方がよい

下水道でも合併浄化槽

でも，最も経済的な整

備手法を採用すべきだ

整備手法が違っても

公平性が保てるように

考えてほしい

できるだけ下水道で

整備してほしい

下水道の整備より優先

すべきことがあるの

で，下水道はそんなに

急がなくてもよい

下水道の整備は

必要と思わない

わからない

その他

無回答
(n=1433)

《問３－１で 「２ 下水道処理区域になっていない」と「３ わからない」 

とお答えの方に》

問４－１ 今後の下水道整備の考え方について，あなたのお考えを 

お聞きします。次の中からあなたのお考えに近いものを

２つまでお選びください。（○は２つまで） 

《要約》整備の進め方に対する考え方

は，それぞれ2割前後で分散している。 

整備時期に対する考え方について

まとめてみると，「できるだけ早い時

期での下水道整備が望まれる」と「下

水道でも合併浄化槽でも，早く整備さ

れる方がよい」を合わせた『早い段階』

での整備に賛同する人は 4 割強

（41.8%）である。

 

 

４ 今後の整備のあり方（下水道未処理区域者・不明者の考え方） 

■今後の下水道整備に関する考え方 

《問３－１で 「２ 下水道処理区域になっていない」と「３ わからない」 

とお答えの方に》

問４－２ 今後，下水道の未整備地区への整備の進め方について， 

あなたのお考えに最も近いものをお聞かせください。

（○は１つだけ） 

■未整備地区への整備の進め方に対する考え方 

少しくらい

遅くなっても

下水道を整備

してほしい

22.3%

わからない

11.2%

その他

1.9%

無回答

2.4%

(n=1433)

できるだけ

早い時期での

下水道整備が

望まれる

18.8%

下水道でも

合併浄化槽でも，

早く整備される

方がよい

23.0%

下水道の整備は

遅くなってもよい

20.5%

汚水処理の早期

整備を望む 
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■ 処理開始区域となった場合の対応意向 

《問３－１で 「２ 下水道処理区域になっていない」と「３ わからない」

 とお答えの方に》

問４―３ ご自宅が下水道の処理開始区域となった場合の対応について， 

あなたのお考えに最も近いものをお聞かせください。

（○は１つだけ） 

《要約》3分の 2以上（68.7%）が「下

水道使用料ができるだけ安くなるよ

う，経営の効率化を優先してほしい」

を回答した。

以下，「高齢者世帯などの接続しや

すくなるよう，助成制度をもっと充実

させてほしい」（43.9%）が 4割台で，

「地域住民への説明や意見交換をし

っかりやりながら，事業を進めてほし

い」（38.9%）や「豪雨時の浸水対策を

最優先に考えてほしい」（32.5%）が 3

割台で続く。

 

68.7 

43.9 

38.9 

32.5 

22.1 

15.0 

13.3 

7.1 

2.7 

2.0 

0.0% 80.0%

下水道使用料ができる

だけ安くなるよう，

経営の効率化を優先

してほしい

高齢者世帯などの接続

がしやすくなるよう，

助成制度をもっと

充実させてほしい

地域住民への説明や

意見交換をしっかり
やりながら，

事業を進めてほしい

豪雨時の浸水対策を

最優先に考えてほしい

財政状況を踏まえて，

他の施策に影響がない
よう,下水道整備は

ゆっくり進めてほしい

下水道が使えない

地域をなくすことを
優先してほしい

処理開始区域の中で

接続していない家を

なくす取り組みを

強化してほしい

少しお金をかけても

水環境を改善する
取り組みを重視して

ほしい

その他

無回答 (n=2126)

問５ 今後の下水道事業を進めるうえで重要と思われることについて， 

あなたのご意見をお聞かせください。あなたのお考えに近いものを 

３つまでお選びください。（○は３つまで） 

《要約》「できるだけ早く接続したい」

と積極的な接続の意向を示した世帯

は 11.9%である。 

また，「地域の皆さんと同じ時期に

接続したい」が 36.6％で最も多い。

一方，「浄化槽が使えるので，急い

で接続する考えはない」（18.8%）や「経

済的に負担が大きいので接続は難し

い」（17.3%）といった『接続意向が希

薄な層』は 36.1%となっている。

 

できるだけ

早く接続したい

11.9%

地域の皆さんと

同じ時期に

接続したい

36.6%

家の改築等に

合わせて

接続したい

5.4%

浄化槽が使える

ので，急いで

接続する

考えはない

18.8%

経済的に負担が

大きいので

接続は難しい

17.3%

わからない

6.4%

その他

1.4%

無回答

2.2%

(n=1433)

 

５ 下水道事業や市政などに関する意見・意識 

■下水道事業の推進における重要事項 
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《要約》6割弱（58.9%）は「上記の

ような助成制度は1つも知らなかっ

た」を回答した。認知度の最も高い

制度は，「下水道へ接続していただ

いた場合の助成金制度」（23.3%）で

ある。

「くみ取りや単独浄化槽を改造

して下水道に接続していただく場

合の融資制度」（6.9%）や「２戸以

上が共同して排水設備を設置する

場合の助成制度」（2.2%）を認知し

ている人は少ない。

 

23.3 

6.9 

2.2 

58.9 

14.1 

0.0% 70.0%

下水道へ接続して

いただいた場合の

助成金制度

くみ取りや単独浄化槽

を改造して下水道に

接続していただく場合

の融資制度

２戸以上が共同して

排水設備を設置する

場合の助成制度

上記のような助成制度

は1つも知らなかった

無回答

(n=2126)

 

問６ 市では，下水道への接続を促進するため，助成・融資制度を実施して 

いますが，ご存知のものに○をつけてください。また，助成・融資制度

についてご意見がありましたらお聞かせください。 

■下水道の助成・融資制度への認知や意見 

○生活排水の処理方法としては，単独浄化槽が約６割を占め，最も多くなっています。

○下水道処理区域になっていても半分の方が接続していません。その理由は，宅地内の排水設備工事が

高い，下水道使用料が高い，今後の生活のため出費を抑えたいなどの経済的理由が中心であるほか，

単独浄化槽が十分使えるからとなっています。

 また，接続義務の認知については，未接続の方の半数近くが「知らなかった」状況となっています。 

○今後の汚水処理施設の整備のあり方について，下水道か合併浄化槽かなどの整備手法に関してはあま

りこだわりがなく，「住民負担が少ない方」や「最も経済的な手法を採用すべき」など，経済性を重

視している方が多くなっています。また，時期的には早期の整備を望んでいる方は 41.8％と過半数

を割る状況となっています。

○自宅が下水道の処理開始区域となった場合の対応意向について，「地域の皆さんと同じ時期に接続し

たい」と考えている方が 36.6％と最も多く，すぐに接続する意志のある方は 11.9％と少数となって

います。また，「経済的負担が大きい」ことや「浄化槽が使える」ことを理由に接続意向が希薄な方

が 36.1％となっています。

○接続のための融資・助成制度について６割弱の方が「一つも知らない」と回答していることから，制

度に関するＰＲ不足が課題です。

○今後の下水道事業の推進に関しては，住民負担の軽減や接続の助成制度充実など，経済性に関するこ

とのほか，地域住民への十分な説明や意見交換を求める声が高くなっています。

アンケート調査からわかったこと 
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